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❶ 刑事裁判への被害者の関与
（１）被害者参加制度
　被害者参加制度とは、一定の重大犯罪の被害者やその関係者及びそれらの者から委託を受けた弁護士が
刑事訴訟に参加する制度のことをいい、2008 年 12 月１日以降に起訴された事件から適用されている。

（２）国選被害者参加弁護士制度
　次の表は、被害者参加制度施行（2008 年 12 月）から 2019 年３月までの被害者参加人から国選被害者
参加弁護士の選定が請求された件数をまとめたものである。

資料2-2-5-2 被害者参加制度の実施状況等

資料2-2-5-3 国選被害者参加弁護士の選定請求件数及び罪名内訳

年 被害者参加（人）弁護士への�
委託 証人尋問 被告人質問 論告・求刑 心情に関する

意見陳述 付添い 遮へい国選弁護士
への委託

2009 560（22） 367 131 130 344 288 359 24 50
2010 839（262） 557 272 217 484 428 522 40 115
2011 902（320） 632 275 176 459 454 591 30 104
2012 1,002（327） 677 324 193 475 479 639 38 95
2013 1,297（366） 873 410 257 596 605 833 47 147
2014 1,227（317） 951 462 261 587 596 804 93 195
2015 1,377（417） 1,081 533 269 604 686 938 87 249
2016 1,400（400） 1,102 580 228 629 708 1,010 107 258
2017 1,380（333） 1,060 552 196 558 665 1,020 115 276
2018 1,485（363） 1,184 649 221 605 698 1,074 149 362

【注】1．�『司法統計年報（刑事編）』「通常第一審事件のうち被害者参加の申出のあった事件の終局人員－罪名別被害者等の人員別
－全（地方・簡易）裁判所」によるもの。

　　 2．�「被害者参加」は、通常第一審において被害者参加が許可された被害者等の数（延べ人員）である。（　）内は、そのう
ち、裁判員裁判対象事件におけるものであり、2009年は、５月21日から12月 31日までの数である。

　　 3．�「証人尋問」は、刑訴法 316条の 36に基づくものであり、情状に関する事項（犯罪事実に関するものを除く。） につ
いての証人の供述の証明力を争うために必要な事項について尋問することができる。

　　 4．�「被告人質問」は、刑訴法316条の37に基づくものである。
　　 5．�「被害者論告・求刑」は、刑訴法316条の38に基づくものであり、訴因として特定された事実の範囲内で、事実及び

法律の適用に関する意見（求刑意見を含む）を述べることができる。　
　　 6．�「心情に関する意見陳述」は、刑訴法292条の２に基づくものであり、被害に関する心情その他の被告事件に関する意

見を述べることができる。

年　度

罪　名

選定請求件数（件）

合　計 割　合 2008
（注） 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

殺人（殺人未遂） 571 13.9% 6 50 40 45 67 47 56 66 57 58 79

傷害 561 13.6% 6 27 31 53 42 53 61 79 65 71 73

傷害致死 231 5.6% 4 5 19 25 22 15 29 22 25 34 31

強制わいせつ・強制性交等 等 1,778 43.3% 6 68 77 91 109 175 207 228 249 273 295

危険運転致死傷 101 2.5% 0 3 3 2 5 14 12 17 14 19 12

過失致死傷
業務上 22 0.5% 0 1 3 1 0 1 5 5 3 1 2

重過失 6 0.1% 0 3 0 0 0 0 0 0 2 0 1

自動車運転 495 12.0% 5 31 31 40 39 47 37 66 66 58 75

逮捕・監禁等 64 1.6% 0 3 3 3 4 6 9 9 10 7 10

略取・誘拐等 28 0.7% 0 2 1 1 1 2 1 3 2 5 10

人身売買 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

強盗致死傷・強盗・強制性交等 等 222 5.4% 2 9 21 19 13 20 30 26 17 25 40

その他刑法犯 25 0.6% 0 1 2 2 0 3 3 0 1 6 7

特別法犯 6 0.1% 0 1 0 0 0 0 1 0 0 4 0

合　計　 4,110 100.0% 29 204 231 282 302 383 451 521 511 561 635 

【注】1．�数値は、日本司法支援センター提供資料によるもの。
　　 2．2008年度は、制度施行（2008年 12月）から2009年 3月までの件数である。
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　次の表は、刑事通常第一審事件のうち、被害者参加の申し出があった事件の被害者参加を許可された人
員と、被害者から弁護士委託の届出があったうち、国選被害者参加弁護士への委託がされた人員数をまと
めたものである。2018 年の被害者参加の申出人数は 1,490 人で、そのうち 1,485 人（占める割合 99.7％）
の参加が許可されている。

❷ 損害賠償命令申立て
　刑事裁判で一定の対象犯罪について有罪判決が言い渡された後に、判決を言い渡した刑事裁判所がその
まま損害賠償命令の申立についての審理を行うことができる損害賠償命令制度が、2008 年 12 月１日以降
に起訴された事件から適用されている。

資料2-2-5-4 国選被害者参加弁護士への委託人員数

資料2-2-5-5 刑事損害賠償命令事件の新受件数の推移（地方裁判所）

年
罪　名

被害者参加を許可された人員数（人） 国選被害者参加弁護士への委託人員数（人）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2013 2014 2015 2016 2017 2018

殺人（殺人未遂） 112 101 155 130 94 150 67 55 73 80 44 89 

傷害 121 106 128 137 126 114 57 51 70 68 65 70 

傷害致死 90 41 68 92 48 67 41 27 34 48 36 43 

強制わいせつ・強制性交・強制性交等 等 188 254 270 290 320 329 140 177 179 213 238 262 

監護者わいせつ・監護者性交等 等 － － － － 1 15 － － － － 1 14 

危険運転致死傷 50 34 17 5 0 0 13 9 6 0 0 0 

業務上過失致死傷　 175 45 56 26 29 18 0 4 1 8 11 0 

重過失致死傷 3 6 2 4 5 3 0 0 0 1 0 0 

自動車運転過失致死傷 432 467 168 29 10 4 60 66 20 5 1 0 

逮捕・監禁等 10 5 4 7 16 16 3 0 4 4 8 10 

略取・誘拐等 2 9 16 2 14 8 2 1 14 2 7 4 

強盗致死傷・強盗・強制性交等 等 57 74 62 54 56 28 18 51 44 30 31 14 

その他刑法犯 7 12 30 18 27 28 3 8 19 10 21 20 

道路交通法違反 48 43 34 44 47 49 5 9 8 11 14 11 

自転車運転死傷処罰法違反 － 26 357 559 585 652 － 2 60 98 75 110 

その他特別法犯 2 4 10 3 2 4 1 2 1 2 1 2 

合　計　 1,297 1,227 1,377 1,400 1,380 1,485 410 462 533 580 553 649 

【注】数値は、『司法統計年報（刑事編）』「通常第一審事件のうち被害者参加の申出のあった事件の終局人員－罪名別被害者等の人
員別－全（地方・簡易）裁判所」によるもの。
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【注】数値は、『司法統計年報（刑事編）』「刑事事件等の種類別受理、既済、未済人員－地方裁判所」によるもの。


